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10月中国主要経済指標や物価等の動向
工業生産と小売売上高の伸び率は9月を上回るも微増

 10月の工業生産と小売売上高の前年同月比伸び率は9月より拡大。一方、固定資産投資は鈍化。
 10月の都市部の失業率は4.9％と、2018年12月以来の低水準となった9月と同率。
 10月の生産者物価は前年同月比13.5％上昇と過去最大に。消費者物価は同1.5％上昇と2020年9月
以来の大きさに。
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（1）工業生産や小売売上高の伸びは拡大
• 中国国家統計局が11月15日発表した10月の主要経済
指標の伸び率は、工業生産と小売売上高が9月より拡
大する一方、固定資産投資は縮小しました（図表1）。

• 工業生産は前年同月比3.5％増と、9月の同3.1％増か
ら拡大しました。好調な需要に支えられ、スマート
フォンが同7.4％増と9月の伸び率を上回る一方、中
国政府の融資規制強化による不動産投資の縮小で、粗
鋼が同23.3％減、セメントが同17.1％減と9月に比べ
て減少幅が拡大しました。小売売上高は同4.9％増と、
9月の同4.4％増を上回りました。原油価格の高騰で
燃料代が同29.3％増と9月の同17.3％増から伸びが加
速しました。一方、10月下旬から新型コロナウイル
スの感染が再び広がったこと等により、レストラン売
上は同2.0％増と9月の同3.1％増から減速しました。
また、半導体不足の影響で自動車販売も同11.5％減
と全体を押し下げました。工場やマンションの建設等
を示す固定資産投資は前年同期比6.1％増と、投資全
体の約6割を占める民間投資の減少等により、9月の
同7.3％増から鈍化しました（図表1）。

（2）中国都市部の失業率は横ばい
• 中国国家統計局が11月15日発表した10月の都市部の
失業率は、2018年12月以来の低水準を記録した9月
と同率の4.9％となりました（図表2）。1～10月の
都市部の新規雇用者数は1,133万人で、前年同期より
124万人増加しましたが、コロナ禍前の2019年の同
期を60万人下回りました。

（3）生産者物価の上昇率は過去最大に
• 中国国家統計局が11月10日発表した10月の生産者物
価は前年同月比13.5%上昇し、1996年10月の統計開
始以来最も高い伸びとなりました。資源価格の高騰や
石炭火力使用制限による電力不足等が主な要因と見ら
れます。同時に発表した10月の消費者物価の上昇率
は同1.5%と9月の同0.7％から拡大し、2020年9月以
来の大きさとなりました。夏場の洪水被害で生鮮野菜
が同15.9％、原油高を受けてガソリンが同31.4％そ
れぞれ上昇したこと等が影響しました（図表3）。

図表1： 主要経済指標（伸び率）の動向

※前年同月比、固定資産投資関連データは前年同期比

図表2：失業率（都市部）の推移

図表3：物価の動向
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【当資料に関する留意点】
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• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
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ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。
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• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。
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